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序　　　　　文

ジャマイカ国ではボーキサイトや、農産物など 1次産品が全輸出の 70％を占めているが、近年

これらの国際価格は著しく低迷し、一方で工業製品の大部分を輸入に頼っていることから、貿易

収支が赤字となっている。政府はその改善策として、観光地の開発や日用品等の国内生産の振興、

繊維製品、工業製品等の品質向上による輸出拡大をめざしているが、貿易収支の改善をめざすに

は、自国企業の技術レベルには向上の余地が残されている状態である。このような状況の下で同

国は、企業の国際競争力強化のためには、中堅専門技術者の育成が急務との認識から、技術職業

教育訓練開発計画（TVET project、1995～ 2000年）を策定した。同計画は、中等教育機関の一つで

ある技術高校において先端技術を取り入れた実践的な技術協力の確立をめざすものである。この

計画の実施に際し、同国教育･文化省は、スパニッシュタウン（旧首都）に位置するホセ・マルティ

技術高校を職業教育のパイロット校として、電子教育に関連する 4学科（機械加工、CAD、電子、

自動車整備）の専門技術教育の改善を図るべく、工業高校教育を通じて同分野で豊富な経験を有す

る我が国に対し、プロジェクト方式技術協力を要請してきた。

これに対し国際協力事業団では、1997年 5月から5年間にわたるプロジェクト方式技術協力を実

施してきた。今般はプロジェクト終了を4か月後に控え、これまでの実績を評価するため、2001年

12月 16日から 23日まで、国際協力事業団小泉専門技術嘱託を団長とする終了時評価調査団を現

地に派遣した。同調査結果によれば、本プロジェクトを通じ同国の国内企業の国際競争力強化を

目的とし、パイロット校において改善された技術職業教育が実施されており、プロジェクト期間

終了までにプロジェクト目標は達成できる見込みと判断されている。

本報告書は、同調査団の調査及び協議結果を取りまとめたもので、プロジェクト関係者間での

共有、類似プロジェクトへの参考のため広く活用されることを願うものである。

ここに調査にご協力いただいた外務省、文部科学省、在ジャマイカ国日本大使館など、内外関

係各機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援を賜るようお願い申し上げ

ます。

平成 14年 1月

国際協力事業団

理事 泉　堅二郎
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評価調査結果要約表

本評価調査結果の要約表は、下記のとおりである。

I. 案件の概要

国名：ジャマイカ国 案件名：技術高校職業教育改善プロジェクト

分野：技術教育 援助形態：プロジェクト方式技術協力

所轄部署：社会開発協力部社会開発協力第二課 協力金額（評価時点）：11億175万9,000円

（R／D） 先方関係機関：教育青年文化省

協力期間 1997年 5月 1日～ 2002年 4月 30日 日本側協力機関：文部科学省

他の関連協力：特になし

1　協力の背景と概要

ジャマイカ国（以下、「ジャマイカ」と記す）教育青年文化省は、国内企業の国際競争力強化を

図るため「技術職業教育訓練開発計画（TVET project、1995～ 2000年））」の実施に際し、ホセ・マ

ルティ技術高校を職業教育（工業分野）のパイロット校として、機械加工、CAD、電子及び自動

車整備の 4学科の専門教育の改善を図るべく、同分野で豊富な経験をもつ我が国にプロジェク

ト方式技術協力を要請してきた。

この要請に対し国際協力事業団は、1994年 11月に基礎調査、1995年 7月にプロジェクト・サ

イクル・マネージメント（PCM）ワークショップを含む事前調査を実施してプロジェクト・デザ

イン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）案を作成した。さらに、1996年 12月に長期調

査を実施してプロジェクトマスタープランを作成し、協力内容の大枠についてジャマイカ側と

合意した。これらの調査及び協議結果を受け、1997年 3月に討議議事録（R／D）に署名・交換

し、1997年 5月 1日より「技術高校職業教育改善プロジェクト」が開始された。

プロジェクト開始後、1998年3月に計画打合せ調査団、1999年5月には巡回指導調査団、2001年

8月には運営指導調査団を派遣し、本プロジェクトの進捗状況を確認し、当初計画の見直しを

行ってきた。

2　協力内容

（1）上位目標

ジャマイカにおいて技術職業教育・訓練の質が改善される。

（2）プロジェクト目標

ホセ・マルティ技術高校をパイロット校として、機械加工、CAD、電子、自動車整備分

野において改善された技術職業教育が実施される。



（3）成　果

ホセ・マルティ技術高校における前記 4分野の技術職業教育が改善される。

① 改善された技術職業教育が他の技術高校へ普及される。

② 改善された技術職業訓練が他の技術高校へ普及される。

（4）投入（評価時点）

日本側：

長期専門家派遣 12名（337M／M） 機材供与 4億 4,400万円

短期専門家派遣 7名（23M／M） 研修員受入れ 17名

ローカルコスト負担 19万8,000ドル

ジャマイカ側：

カウンターパート（C／ P）配置　18名　機材購入・ローカルコスト負担 6,100万ジャマ

イカ・ドル

その他土地及び施設の提供

II. 評価調査団の概要

調査者 総　括 小泉　純作 国際協力事業団　専門技術嘱託

教育政策 佐藤　義雄 文部科学省初等中等教育局　参事官付

協力企画 赤城　里至 国際協力事業団　社会開発協力部第二課　職員

評価分析 西村　邦雄 CRC海外協力株式会社　主任研究員

調査期間 2001年 12月 16日～ 2001年 12月 23日 評価種類：終了時評価

III. 評価結果の概要

1　評価結果の要約

（1） 妥当性

プロジェクトの上位目標は、ジャマイカの技術職業教育訓練開発計画（TVET project、

1995～ 2000年）の政策に合致したものであり、また本プロジェクトが対象とする自動車整

備、CAD、電子、機械の 4分野は、特に産業界からの人材ニーズが高くなっている分野で

あり、ジャマイカの技術高校職業教育訓練の改善に寄与するものは大きいと判断される。

（2） 有効性

パイロット校であるホセ・マルティ技術高校において、4分野の技術職業教育の改善が

図られ、モデル・カリキュラムの他校への普及拡大を目的に、他校の技術高校教員を対象

にインサービストレーニングが実施されている（トレーニング応募者数：機械加工 89名、

CAD178 名、電子 152 名、自動車整備 82 名）。またプロジェクト目標の指標の 1 つであ

るジャマイカの技術高校における教育及び研修プログラムへの応募数は年々増加しており

（1万 4,670名[1995/1996年]→ 1万 6,931名[1999/2000年]）、プロジェクト目標は、成果と相互

に関連しあって達成されているものと判断できる。



（3） 効率性

ジャマイカ側と日本側による投入は、おおむね効率的に成果へとつながったと判断でき

る。本プロジェクトにおいて供与された資機材は時期・量とも適切に供与された。その結

果ホセ・マルティ技術高校における技術職業教育への応募数は、協力当初に比べて全分野

を通じて増加している（機械加工 13名→ 84名、CAD33名→ 225名、電子 35名→ 61名、自

動車整備 46名→ 128名）。また同校では前述のとおりインサービストレーニングを実施し

ており、改善された技術職業教育の他校への普及拡大を図っている。

しかし自動車科ワークショップの拡張工事に遅れが生じ、実際に機材を利用した技術移

転は、プロジェクト開始後 4年目に入ってから本格的に行われるようになった。

日本で研修を受けたC／ Pは、技術的・知識的な能力の向上のみならず、日本の工業高

校の優れた点（例えばコースカリキュラムのなかで、理論と実習を連携させて行う教育手

法を採用している等）をジャマイカの全国的な会合において発表し、他校へ影響を与える

など、教育者としての自覚の向上も見られた。

（4）インパクト

本プロジェクトで協力しているCAD分野で開発したカリキュラムは高い評価を受けてお

り、シラバスの一部はCXC（Caribbean Examination Council）試験に引用される予定である。

また企業経営者の一部にはホセ・マルティ技術高校卒業生の雇用を積極的に考えており、

達成にはまだ時間を必要とするものの、上位目標達成に向けた萌芽がみられる。

（5）自立発展性

① 制度的側面

ホセ・マルティ技術高校では、他校の技術高校教員を対象としたインサービストレー

ニングが 4分野合計で 56回実施されており、プロジェクト終了後もC／ P自らインサー

ビストレーニングを実施していくことは可能な状況である。しかしモデル・カリキュラ

ムは他校の現状を必ずしも考慮したものではなく、今後カリキュラムを普及拡大してい

くためには、教育青年文化省主導の下、普及計画が策定され、個々の技術高校の特殊性

（所用機材の数・種類、授業単位数、学年数、教師への権限等）に併せて適正化すること

が必要である。

② 財政的側面

教育青年文化省による予算措置については、協力期間中自動車科ワークショップ建設

において遅れが見られたものの、予算はおおむねスムーズに支出された。一方ジャマイ

カの教育費が国家予算に占める割合は 13％以上であり、この数字からジャマイカ政府が

教育改革に向ける関心は決して小さくないことがうかがえる。したがって、今後プロ

ジェクト終了後も教育青年文化省による適切な予算の確保と、スムーズな予算執行が期

待される。



③ 技術的側面

現在、日本による供与機材は良好な状態にあり、適切に使用されているものの、機材

の技術進歩は速いため、C／ Pはより進んだ技術や知識を身に付けることが必要である。

また、教育青年文化省は供与機材の耐用年数が十分確保されるよう、資機材や施設の維

持管理に留意することが必要である。

2　阻害・貢献要因の総合的検証

（1）計画内容に関すること

C／ Pの能力は、最終的にインサービストレーニングにおいて自らファシリテータ役や

指導的立場を担うなど、プロジェクト当初に比べおおむね向上していることが認められる。

またC／ P研修において、教育青年文化省事務次官等が参加したことにより、教育青年文

化省のサポート体制が円滑になったことや、ホセ・マルティ技術高校の校長が参加したこ

とにより、全国的な校長の会合において研修成果が発表され、他校管理者に影響を与えて

いることがあげられる。

（2）実施のプロセスに関すること

モデル・カリキュラムはホセ・マルティ技術高校の施設・設備及び機材を基に策定され

たものであり、今後カリキュラムが他の技術高校の教員のみならず、生徒に定着していく

ためには、教育青年文化省主導の下、各学校の制度的技術的問題を解決していくことが必

要である。

一方自動車科ワークショップの拡張工事が先方予算措置の遅れ等により遅れが生じ、機

材を利用した技術移転がプロジェクト開始後 4年目に入ってから本格的に行われた。

3　結　論

本プロジェクトはジャマイカの教育政策に合致したものであり、プロジェクトの実施は妥当

性をもつものであった。またパイロット校であるホセ・マルティ技術高校において、他の技術

高校教員を対象に、インサービストレーニングによる改善された技術職業教育の普及が図られ

ており、プロジェクト目標はおおむね達成されたものとなっている。しかしモデル・カリキュ

ラムは同校の施設・設備及び機材を基に策定されたものであり、今後改善されたカリキュラム

が他校においても定着していくためには、教育青年文化省主導の下、各学校が抱えている制度

的技術的問題を解決していくことが必要である。

プロジェクト終了後も、本プロジェクトにより得られた成果の更なる発展を確保するため、

教育青年文化省を通じ、適切な予算の配賦とスムーズな執行を確保していく必要がある。



4　提言と教訓

4－ 1　提　言

（1）インサービストレーニング

ホセ・マルティ技術高校はジャマイカにおけるモデル校として重要な役割をもってい

るので、今後も他技術高校教員の技術的教育的な能力向上のため、インサービストレー

ニングの継続が必要である。そのためには、教育青年文化省がインサービストレーニン

グの実施に必要な運営予算を確保することが必要である。

（2）機材の維持管理

技術高校の生徒にとって資機材は学習をする際、必須不可欠なので、教育青年文化省

はそれら機材の維持管理に十分な予算と人員配置をすることが必要である。

（3）CAD分野

ホセ・マルティ技術高校のCAD施設はジャマイカで最も進んだ実習施設であり、今後

ホセ・マルティ技術高校をパイロット校として、他の技術高校へモデル・カリキュラム

の普及を図っていくためには、教育青年文化省の支援の下、他技術高校にも同様の施設

を設置するが必要である。

（4）電子分野

可能な限り早急に、電子実習室が設置される必要がある。

（5）自動車整備

この科は最も人気のある学科なので教員の増員を希望する。また、自動車整備工場の

雨漏りの補修、並びに外部からの砂塵の進入への防御対処が必要である。

（6）カリキュラム

本プロジェクトで開発・改善された技術職業教育訓練カリキュラムについては、教育

青年文化省主導の下、他の技術高校へ普及拡大を図る必要がある。

4－ 2　教　訓

機材計画の不備により、自動車科ワークショップの拡張工事の完了が遅れたことにより、

自動車科における機材を利用した実習は、4年目に入ってようやく本格的に行われた。途上

国においては、実施期間中に現地側へ工事を要求した場合、現地側予算措置の遅れや、業

者選定手続きの煩雑さ等に起因し工事が遅れることはしばしば発生しており、リスク軽減

の観点からも、工事はプロジェクト実施前までに既に完了していること、かつスタート時

点での教室のスペース、ワークショップの規模に併せた機材を選定することが必要である。

パイロット校を拠点としてモデル・カリキュラムの普及拡大を図るには、他校の制度的

技術的状況を把握して展開する必要がある。モデル・カリキュラムを策定する際、経費負

担を伴わない、中古機材の活用や再利用を念頭に置いた検討をする必要がある。また「草の



根無償」といった JICA以外のスキームの活用も考えられる。

4－ 3 今後の取り組み

ジャマイカ側はプロジェクト終了後、特に電子・CADの 2分野において支援を要望した。

これに対し我が国の基本姿勢としては、ジャマイカ側からの要請に応じ、上位目標達成を

目的として、開発されたカリキュラムや教材をインサービストレーニングを通じて他の技

術高校へ普及させるため、職業教育全般を指導する短期専門家（6か月）の派遣を検討する。

またジャマイカ側から提案されている電子、CADについては、分野に特化した専門家又は

シニア海外ボランティアの活用を検討していく。
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第 1章　終了時評価調査の概要

1－1 調査団派遣の経緯と目的

ジャマイカ国（以下、「ジャマイカ」と記す）では、ボーキサイトや、農産物など 1次産品が全輸

出の 70％を占めているが、近年これらの国際価格は著しく低迷し、一方で工業製品の大部分を輸

入に頼っていることから、貿易収支が赤字となっている。政府はその改善策として、観光地の開

発や日用品等の国内生産の振興、繊維製品、工業製品等の品質向上による輸出拡大をめざしてい

るが、貿易収支の改善をめざすには、自国企業の技術レベルには向上の余地が残されている状態

である。このような状況の下で同国は、企業の国際競争力強化のためには、中堅専門技術者の育

成が急務との認識から、技術職業教育訓練開発計画（TVET project、1995～ 2000年）を策定した。

同計画は、中等教育機関の一つである技術高校において先端技術を取り入れた実践的な技術協力

の確立をめざすものである。この計画の実施に際し、同国教育青年文化省は、スパニッシュタウ

ン（旧首都）に位置するホセ・マルティ技術高校を職業教育のパイロット校として、電子教育に関

連する 4学科（機械加工、CAD、電子、自動車整備）の専門技術教育の改善を図るべく、工業高校

教育を通じて同分野で豊富な経験を有する我が国に対し、プロジェクト方式技術協力を要請して

きた。これを受け、我が国は 1997年 5月から 5年間の協力期間で 4分野（機械加工、CAD、電子、

自動車整備）における技術職業教育カリキュラムの改善、ホセ･マルティ技術高校における職業技

術教育の向上のために必要な施設、機材の整備、教材開発、ホセ・マルティ技術高校教員及び他

の技術高校教員の研修に関するプロジェクト方式技術協力「技術高校職業教育改善プロジェクト」

を行った。

プロジェクト開始後、1998年 3月に計画打合せ調査団、1999年 5月には巡回指導調査団、2001年

8月には運営指導調査団を派遣し、本プロジェクトの進捗状況を確認し、当初計画の見直しを行っ

てきた。

今次調査では、協力期間終了を2002年の 4月に控え、これまで実施した協力活動全般について、

プロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）手法を用い、妥当性、有効性、効率性、インパ

クト、自立発展性の評価 5項目の観点からプロジェクト成果の達成度を評価するとともに、プロ

ジェクト終了後の展開について検討する。

本終了時評価調査は以下の 3点を目的とする。

・本プロジェクトの終了を 2002年 4月に控え、これまで実施した協力活動について当初計画に

照らし、計画達成度（投入実績、活動実績、プロジェクト成果の達成状況）を把握する。

・計画達成度を踏まえ、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に基づいて評価 5項目

（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点からプロジェクトを評価し、今

後の対応策についてジャマイカ側と検討し提言を行う。
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・評価結果から類似協力案件の実施（プロジェクト形成、運営、評価等）に反映させるべき教訓

を導き出す。

1－2 調査団の構成と調査期間

（1）調査団の構成

氏　名 担当分野 所属先

小泉　純作 総　括 国際協力事業団専門技術嘱託

佐藤　義雄 教育政策 文部科学省初等中等教育局参事官付

赤城　里至 協力企画 国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第二課職員

西村　邦雄 評価分析 CRC海外協力株式会社主任研究員

（2）調査期間

平成 13年 12月 16日～ 23日

（コンサルタント団員　平成 13年 12月 9日～ 23日）

調査日程及び主要面談者は付属資料 1、2のとおり。

1－3 対象プロジェクトの概要

（1）協力期間

1997年 5月 1日～ 2002年 4月 30日

（2）相手国実施機関

教育青年文化省、ホセ・マルティ技術高校

（3）上位目標

ジャマイカにおいて技術職業教育の質が改善される。

（4）プロジェクトの目標

ホセ・マルティ技術高校をパイロット校として、自動車整備、CAD、電子、機械分野にお

いて改善された技術職業教育が実施される。

（5）成　果

① ホセ・マルティ技術高校における前述 4分野の技術職業教育の改善

② 改善された技術職業教育の他の技術高校への波及
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第 2章　終了時評価の方法

本終了時評価調査においては、協力の終了時にプロジェクト目標の達成度など実績を確認した

うえで、評価 5項目（「妥当性」、「有効性」、「効率性」、「インパクト」、「自立発展性」）の観点から

プロジェクトを評価するもので、JICAの協力が終了可能か、あるいは協力延長などのフォロー

アップを行う必要があるかどうかを判断することを主たる目的としている。JICAプロジェクトは

PCM手法を用いて運営されており、終了時評価においてのその手法を活用している。

プロジェクト評価手法の流れは、① PDMに基づいた評価デザインの検討、②プロジェクトの実

績を中心とした必要情報の収集、③「妥当性」、「有効性」、「効率性」、「インパクト」、「自立発展

性」という 5つの評価の観点（評価5項目）からのデータ収集、分析、④分析結果に基づいた総合判

定（結論）、⑤評価結果の提示（提言・教訓の導出及び報告、⑥活用（結果の公開、フィードバック）

という流れからなっている。

2－1 PDMe（評価用プロジェクト・デザイン・マトリックス）

本プロジェクト開始後、1998年 3月に計画打合せ調査団、1999年 5月に巡回指導調査団、2001年

8月には運営指導調査団が派遣され、本プロジェクトの進捗状況を確認し、当初計画の見直しを

行ったが、1997年 3月に締結された討議議事録（R／D）の PDMは改定されていない。

また、本プロジェクト終了時評価団は、「プロジェクト目標」から「上位目標」を達成するには時

間を要すること、及び「プロジェクト目標」と「上位目標」の「指標」の確認は困難であると認識し

たが、本プロジェクトに対する評価を実施することは可能と判断し、当初作成されたPDMの改定

はしていない。

2－2 主な調査項目と情報・データ収集方法

調査項目の選定は、PDMeに沿って作成した評価グリッドにより、実績、実施プロセス、評価5項

目について評価項目の検討を行った。実績は上位目標、プロジェクト目標、成果及び投入の達成

状況について詳細の確認を行った。また実施プロセスについては、プロジェクト活動の進捗やモ

ニタリングの実施状況、日本人専門家とジャマイカ人C／ Pの関係性を中心に調査を行った。評

価 5項目については、妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性のそれぞれの項目を検

討し、特に 5年間の活動の終了を控えている観点から調査項目を設定した。評価に用いた評価グ

リッドは付属資料 6に示すとおりである。
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第 3章　分野別評価結果

3－1 機械加工

計画達成度（指導分野：機械加工）

1．投入実績

2．活動実績

3．成果の達成状況

4．プロジェクト目標の

　 達成状況

1-1 専門家派遣
長期専門家 2名 短期専門家　1名

1-2 C／ P研修 4名

1-1 カリキュラム改善

本プロジェクトが開始した際、新設されたため、旧カリキュラムがなかった

ので新たに作成し、工業数理の導入（9学年）、座学と実習の分離、関連教科ご

との整理、単元の実施数の明確化等を図った。

1-2 技術職業教育のための施設・機材の整備

本プロジェクト実施まで機械科はなく機材がなかったため、生徒実習・教官

用訓練プログラム・技術移転用に、旋盤、縦フライス盤、横フライス盤、平面

研削盤、シャアー（せん断機）、万能工具研削盤、電気炉、CNC、工業用ロボッ

ト等を整備した。また、それらの機械の利用度は高い。

1-3 学生用教材の開発

学生用教材として、「旋盤作業」、「歯車概論」、「歯車切削」、「平板溶接」、「金

属組織観察」、「硬さ試験法」、「シャアー（せん断機）」等を作成した。

1-4 ホセ・マルティ技術高校における教員の研修実施

C／ Pは知識、生徒指導力に関し高く評価できる。また、教材開発能力及び

整理管理能力は向上している。

2 研修用カリキュラム及び教材の開発と全国の技術職業教育訓練校教員の研修

研修用教材を作成し、他技術高校教員へのインサービストレーニングを実施

した。研修者数は、以下のとおり。

2000/2001年 2001/2002年（調査時点）

62名 15名

1 ホセ・マルティ技術高校における技術職業教育の改善

機械科は、本プロジェクト発足と同時に始まったため、歴史が浅く志願者も

少なかった。機械科卒業生のうち2000年 CXC（Caribbean Examination Council）受

験者 7名全員が合格した。

2 改善された技術職業教育の他技術高校への波及

インサービストレーニングの志願者は、ジャマイカの技術高校機械科全員

（約 32名）であったが、機材設置数の制約により 10名 2班で実施している。

ホセ・マルティ技術高校をパイロット校として、これまで他技術高校教員計77名

が参加し、計 10回のインサービストレーニングを開催した。

これらのトレーニング後、研修者の技術能力はかなり向上している。
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3－2 CAD

計画達成度（指導分野：CAD）

1．投入実績

2．活動実績

3．成果の達成状況

4．プロジェクト目標の

　 達成状況

1-1 専門家派遣
長期専門家 2名 短期専門家 0名

1-2 C／ P研修 3名

1-1 カリキュラム改善

新設科目であったため、ホセ・マルティ技術高校及び他工業高校にカリキュ

ラムは存在しなかったため、G10及びG11の工業科全生徒が履修できるカリキュ

ラムを作成した。

1-2 技術職業教育のための施設・機材の整備

コンピューター 16台を擁するCAD実習室では、1週間に 200名あまりの生徒

が利用しており活用度は高い。

1-3 学生用教材の開発

CAD用教材は一切なかったが、専門家により作成されたカリキュラムを実施

するため必要となる全CAD実習テキストが完成した。教師用レッスンプランに

関しては専門家の指導によってC／ Pが作成中である。

1-4 ホセ・マルティ技術高校における教員の研修実施

当初、C／ PはCADソフト操作を含むコンピューター操作を全くできなかっ

たが、現在では他技術高校教員に指導できるレベルには達している。

2 研修用カリキュラム及び教材の開発と全国の技術職業教育訓練校教員の研修

研修用教材を作成し、他技術高校教員へのインサービストレーニングを実施

した。研修者数は、以下のとおり。

1998/1999年 1999/2000年 2000/2001年 2001/2002年（調査時点）

20名 65名 72名 51名

1 ホセ・マルティ技術高校における技術職業教育の改善

CAD実習の受講者は増加し、年々C／Pの指導能力も向上し、生徒のCADに

関する能力も向上した。CADは科目として選択されるので、卒業生数は計数で

きないが、CAD関連の専門学校に進学した生徒はいる。

2 改善された技術職業教育の他技術高校への波及

各技術高校にCADユニットがないので、インサービストレーニングで研修し

た内容を反復する機会は少ないが、講習ごとに同じ内容の習熟度テストを実施

している。その結果としてCADを習熟するようになった受講者数は増加してい

る。

ホセ・マルティ技術高校をパイロット校として、これまで他技術高校教員計208名

が参加し、計 20回のインサービストレーニングを開催した。

本プロジェクト開始時点では他技術高校にCAD実習室が存在していなかったこ

と、更にCXC試験に活用されていることから目標は達成したと判断できる。
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3－3 電　子

計画達成度（指導分野：電子）

1．投入実績

2．活動実績

3．成果の達成状況

4．プロジェクト目標の

　 達成状況

1-1 専門家派遣
長期専門家 2名 短期専門家 1名

1-2 C／ P研修 2名

1-1 カリキュラム改善

電子科教員が学習内容を把握し、学習効果が向上するよう8科目に細分し、実

習と座学の比を4対 6とし、効率的な授業展開が可能となるように改善した。ま

た、基礎的内容に加え、産業界のニーズに対応した応用分野の科目を導入した。

1-2 技術職業教育のための施設・機材の整備

メカトロニクス実験実習装置をはじめ、電子機器を設置した。

1-3 学生用教材の開発

本プロジェクト実施まで電子学科はなく教材もなかったため、「実習テキス

ト」、「学習指導案」、「オームの法則実習ボード」、「低周波増幅回路」、「発振回

路」、「基本論理回路実習装置」等を生徒実習用教材として作成した。

1-4 ホセ・マルティ技術高校における教員の研修実施

電子担当C／ Pの教育技術指導力、及び工業技術指導力は向上したが、電気

担当C／ Pの指導力はあまり向上していない。

2 研修用カリキュラム及び教材の開発と全国の技術職業教育訓練校教員の研修

研修用教材を作成し、他技術高校教員へのインサービストレーニングを実施

した。研修者数は、以下のとおり。

1999/2000年 2000/2001年 2001/2002年（調査時点）

55名 67名 37名

1 ホセ・マルティ技術高校における技術職業教育の改善

卒業生の能力は高くなっており、CXCに関し、1999年受験者 12名全員、及

び 2000年受験者 10名のうち 9名が合格した。

2 改善された技術職業教育の他技術高校への波及

ジャマイカの技術高校における問題点は、主として機材不足による実習授業

の不足とCXC受験のための受験対策的な授業形態であったため、インサービス

トレーニングでは教育技術の向上、工業技術の向上、教材開発をテーマにして

実施した。これらの研修により、ホセ・マルティ技術高校で開発されたカリキュ

ラムが理解され、実習を中心とした授業の取り組みが行われ、各技術高校にお

ける授業の質が改善されるものと考えられる。

ホセ・マルティ技術高校をパイロット校として、これまで他技術高校教員計159名

が参加し、計 16回のインサービストレーニングを開催した。
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3－4 自動車整備

計画達成度（指導分野：自動車整備）

1．投入実績

2．活動実績

3．成果の達成状況

4．プロジェクト目標の

　 達成状況

1-1 専門家派遣
長期専門家 2名 短期専門家 1名

1-2 C／ P研修 3名

1-1 カリキュラム改善

効果的な学習ができるように内容によって科目分けして座学と実習を分離し

た。また、理論と実習とを関連づけているため、卒業時点での資格試験に対応

できるようにしている。

1-2 技術職業教育のための施設・機材の整備

エンジンアナライザー、エンジンランニングシステム、ユニバーサルテスト

ベンチ、フューエルインジェクションコントロールシステム、実習車両等を整

備した。

1-3 学生用教材の開発

実習テキスト、レッスンプラン、カットモデル（内部構造を色分けして理解

しやすくした模型）、実習ビデオ（C／ P自作のビデオ教材）等を開発した。

1-4 ホセ・マルティ技術高校における教員の研修実施

C／ Pはもともと工業技術面での能力はあったが、プロジェクト期間中に教

育技術面（教材の重要性の理解、授業準備への取り組み）でも向上した。

2 研修用カリキュラム及び教材の開発と全国の技術職業教育訓練校教員の研修

研修用教材を作成し、他技術高校教員へのインサービストレーニングを実施

した。研修者数は、以下のとおり。

1999/2000年 2000/2001年 2001/2002年（調査時点）

10名 51名 21名

1 ホセ・マルティ技術高校における技術職業教育の改善

ジャマイカの事情を反映して自動車科を希望する生徒が多いなか、City&Guild

試験結果として、1999年には受験者 20名中 10名、及び 2000年には 16名中 11

名が合格した。

2 改善された技術職業教育の他技術高校への波及

ジャマイカ国内の技術高校の問題として施設設備、機材・教材の不足がある

ため、インサービストレーニングには授業の改善を目的とした教材開発を実施

し、他校教員に自作の教材を紹介するようにした。そのため、中古部品・故障

部品を利用したカットモデル、及び視聴覚教材として実習ビデオを製作した。

ホセ・マルティ技術高校をパイロット校として、これまで他技術高校教員計 82名

が参加し、計 8回のインサービストレーニングを開催した。
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3－5 カリキュラム開発

計画達成度（指導分野：カリキュラム開発）

（1）現長期専門家チーム体制による適切な対応を取ることの困難性

各技術教科の個別カリキュラム見直しの取り組みのみならず、職業技術教育全般の視野に

立ったカリキュラムや制度への見直しへと活動を総合させていくことが重要な段階になった

が、現長期専門家は上位レベルでの横断的・統一的なカリキュラム開発を得意としないこと、

更に指導書や教材開発に従事しており、時間的な制約も大きいため現長期専門家チーム体制

では適切な対応を取ることが困難であった。

（2）長期専門家の必要性

国の標準となるカリキュラム開発に取り組むためには、①個々の科目に係る技術移転とは

別に各学科を横断した総合的な活動とそのための専門性が必要であること、②全国展開を視

野に入れた複数の学科を統括した学校全般に係る知識を有し国レベルのカリキュラム作成に

かかわった実体験を有する専門家が必要になること、③ホセ・マルティ技術高校のほか、技

術高校が 13校もあるため作業量の増大が予想されること、④ジャマイカ教育制度の改革議論

やCXCでの検討の場にも参画し、専門的な技量が要求されること、により長期専門家が必要

とされる。

1-1 専門家派遣
長期専門家 1名 短期専門家 1名

1-2 C／ P研修 2名

・ジャマイカにおけるTVETの把握

・ホセ・マルティ技術高校を含む他技術高校の視察による現状把握

・日本人専門家とのカリキュラム及び業務に関する討議

・インサービストレーニングの視察による他技術高校教員に対する技術移転

方法の把握

・ホセ・マルティ技術高校長Mr.Moodieに対し C／ P研修の成果の講演依頼

・機械加工分野の授業実施時数が計画より少ないこと、CXCの準備に多くの

時数を要していることに関して対策を検討し、科目編成を討議した。

・電子分野専門家が作成したCDを配布した。

・校長Mr.Moodieは他技術高校長、普通高校長、副校長の約 40名にC／ P研

修成果、日本の教育システム、学校運営、教育環境等について講演した。

・上記 CD配布により他技術高校が計画的に系統だった実習が可能となり、

授業も充実する。

1．投入実績

2．活動実績

3．成果の達成状況

4．プロジェクト目標の達成状況

注：1997年 3月の討議議事録R／Dには長期専門家として「カリキュラム開発」に係る記載はないが、下記の状況判

断により本プロジェクトの進捗や外部条件の変化のため長期専門家の増員に協議し、TVET局長からも共通の

理解が得られたため、カリキュラム開発長期専門家（2000年 11月～現在）が派遣されることになった。
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第 4章　評価結果

4－1 評価5項目による評価結果

4－ 1－ 1 妥当性（Relevance）

ジャマイカは、企業の国際競争力強化のため、中堅専門技術者の育成を目的に 1995年技術職

業教育訓練開発計画（TVET Project）を策定しており、プロジェクトの上位目標である「ジャマイ

カにおける技術職業教育の質が改善される」は同政策に合致したものである。また本プロジェク

トが対象とする機械加工、CAD、電子、自動車整備の 4分野は、特に産業界からの人材ニーズ

が高くなっている分野であり、ジャマイカの技術高校職業教育訓練の改善が寄与するものは大

きいと判断される。

4－ 1－ 2 有効性（Effectiveness）

パイロット校であるホセ・マルティ技術高校においては、成果の1つである4分野の技術職業

教育の改善が図られ、更に改善されたモデル・カリキュラムを他の 13校の技術高校へ普及させ

るため、他校の技術高校教員を対象としたインサービストレーニングが実施されている〔トレー

ニング応募者数（回数）：機械加工89名（12回）、CAD178名（20回）、電子152名（16回）、自動車

整備 82名（8回）〕。またプロジェクト目標の指標の1つであるジャマイカの技術高校における教

育及び研修プログラムへの応募数は年々増加しており〔1万 4,670名（1995/1996年）→1万 6,931名

（1999/2000年）〕、プロジェクト目標は、成果と相互に関連しあって達成されているものと判断

できる。

また、本プロジェクトにおいて供与された資機材は、ホセ・マルティ技術高校の生徒及びイ

ンサービストレーニングを受講した教員に対し、C／ Pの指導によって有効に使用されており、

日本人専門家とC／ Pによって開発あるいは改善された教材及びマニュアルは、インサービス

トレーニングで利用され他技術高校に広まっていくと考えられる。

4－ 1－ 3 効率性（Efficiency）

ジャマイカ側と日本側による投入は、おおむね効率的に成果へとつながったと判断できる。

本プロジェクトにおいて供与された資機材は時期・量とも適切に供与された。その結果ホセ・

マルティ技術高校における技術職業教育への応募数は、協力当初に比べて全分野を通じて増加し

ている（機械加工13名→84名、CAD33名→225名、電子35名→61名、自動車整備46名→128名）。

また同校では前述のとおりインサービストレーニングを実施しており、改善された技術職業教

育の他校への普及拡大を図っている。
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しかし前提条件の 1つであるワークショップの建設において、自動車科ワークショップの建

設工事に遅れが生じた。自動車科のワークショップの面積が、当初機材計画に比べて狭すぎる

ことが判明したため、ワークショップの拡張工事を教育青年文化省の経費で行うこととなった

が、現地側予算措置の遅れ、業者選定手続きの煩雑さにより、工事計画に遅れが生じた。これ

により自動車科においては、実際機材を利用した技術移転はプロジェクト開始後 4年目に入っ

てから本格的に行われるようになった。

日本で研修を受けたC／ Pについては、帰国後、技術的知識的な能力の向上のみならず、教

育者としての自覚の向上も見られた。特筆すべき事として、教育青年文化省事務次官を派遣し

たことにより、教育青年文化省上層部からの本プロジェクトへの関心が深まり、プロジェクト

の考え方、要望が教育青年文化省の上層部へ上げやすくなった。またホセ・マルティ技術高校

の校長及び副校長を派遣したことにより、地元企業との技術交流や、生徒の主体性を伸ばすた

めの課題研究、クラブ活動の実施など日本の工業高校のユニークな点、優れた点に興味を示し、

全国的な校長の会合において研修成果について講演し、他校管理者へも影響を与えている。

4－ 1－ 4 インパクト（Impact）

本プロジェクトで協力しているCAD分野で開発したカリキュラムは高い評価を受けており、

シラバスの一部はCXC試験に引用される予定である。また企業経営者の一部にはホセ・マル

ティ技術高校卒業生の雇用を積極的に考えており、達成にはまだ時間を必要とするものの、上

位目標達成に向けた萌芽が見られる。

4－ 1－ 5 自立発展性（Sustainability）

（1）制度的側面

ホセ・マルティ技術高校では、他校の技術高校教員を対象としたインサービストレーニ

ングが 4分野合計で 56回実施されており、プロジェクト終了後もC／ P自らインサービス

トレーニングを実施していくことは可能な状況である。しかしホセ・マルティ技術高校で

開発・検証されたモデル・カリキュラムは同校の施設・設備及び機材を基に策定されたも

のであり、他校の現状を必ずしも考慮したものではない。今後カリキュラムを普及拡大し

ていくためには、教育青年文化省主導により、ジャマイカにおいてホセ・マルティ技術高

校を中心的役割と位置づけた普及計画が策定され、個々の技術高校の特殊性（所用機材の

数・種類、授業単位数、学年数、教師への権限等）に併せて適正化することが必要である。

その試みの 1つとして、CADの分野においては、パイロット校だけではジャマイカ全土

への普及拡大には限界があるため、外務省の行う「草の根無償」を活用し、ホーム・ウッド

校をサブセンターとして、CADソフトの供与を中心とした支援を計画している。これによ
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り CADの教授法及びカリキュラムがサブセンターを拠点として、周辺校へ普及することが

期待される。

（2）財政的側面

本プロジェクト協力期間中、前述のように自動車科ワークショップの建設において、現

地側の予算措置が遅れたが、予算はおおむねスムーズに支出された。一方ジャマイカの教

育費が国家予算に占める割合は 13％以上であり、この数字からジャマイカ政府が教育改革

に向ける関心は決して小さくないことがうかがえる。したがって、今後プロジェクト終了

後も教育青年文化省による適切な予算の確保と、スムーズな予算執行が期待される。特に

供与機材の維持管理予算並びにC／ Pをはじめとする技術教員の啓発活動への支援を期待

する。

（3）技術的側面

現在、日本による供与機材は良好な状態にあり適切に使用され、ジャマイカ国内でのス

ペアパーツの購入も可能である。また、C／ Pはこれらの機材を管理維持し、他技術高校教

員に対しインサービストレーニングを実施し、教材やマニュアルを改訂することができる。

しかし機材の技術進歩は速いため、C／ Pはより進んだ技術や知識を身に付けることが

必要である。また、教育青年文化省は供与機材の耐用年数が十分確保されるよう、資機材

や施設の維持管理に留意することが必要である。

4－ 1－ 6 阻害・貢献要因の総合的検証

（1）計画内容に関するもの

日本人専門家へのインタビュー結果から、C／ Pの能力はプロジェクト開始に比べ、各分

野においておおむね向上したことが認められている。一例として、パイロット校であるホ

セ・マルティ技術高校以外の 13校の技術高校教員を対象にしたインサービストレーニング

については、C／ P自らがファシリテータ役や指導的な立場で実施している。このインサー

ビストレーニングを受講した他技術高校教員は、研修による技術的知識的な向上を認めて

おり、プロジェクト目標の達成に大きく貢献していると判断できる。

他方C／ Pの本邦研修においては、技術的知識的な能力の向上のみならず、副次的な効

果も大きかった。一例として、教育青年文化省事務次官が本邦研修に参加したことにより、

教育青年文化省上層部からの本プロジェクトへの関心が深まり、プロジェクトの考え方、

要望が教育青年文化省上層部へ上げやすくなったことがあげられる。またホセ・マルティ

技術高校の校長は研修帰国後、全国的な校長の会合において、日本の教育システム、学校
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経営、教育環境、その他研修成果について講演し、他校の管理者に影響を与えている。

（2）実施のプロセスに関するもの

ホセ・マルティ技術高校で開発・検証されたモデル・カリキュラムは同校の施設・設備

及び機材を基に策定されたものであり、今後カリキュラムが他の 13校の技術高校の教員の

みならず、生徒に定着していくためには、教育青年文化省主導の下、各学校の制度的技術

的問題を解決していく必要がある。ただし現教育青年文化省内に、改善されたカリキュラ

ムを全国的に普及・拡大する組織がないため、プロジェクト終了後の自立発展性を確保す

るためにも、支援体制を強化していくことが必要である。

前提条件の1つであるワークショップの建設において、当初機材計画の不備に起因し、自

動車科のワークショップの拡張工事が必要となったが、現地予算措置の遅れ、及び業者選

定手続きの煩雑さにより工事計画が遅れ、機材を利用した技術移転がプロジェクト開始後

4年目に入ってから本格的に行われた。

4－2 結　論

本プロジェクトはジャマイカの教育政策に合致したものであり、プロジェクトの実施は妥当性

をもつものであった。またプロジェクト期間中に、パイロット校であるホセ・マルティ技術高校

において他の 13校の技術高校教員を対象に、改善された技術職業教育の普及を目的としたイン

サービストレーニングが実施されており、プロジェクト目標はおおむね達成されたものとなって

いる。しかし、モデル・カリキュラムは同校の施設・設備及び機材を基に策定されたものであり、

他校の現状を把握したものではない。今後改善されたカリキュラムが他校においても定着してい

くためには、教育青年文化省主導の下、普及計画が策定され、各学校が抱えている制度的技術的

問題を解決していくことが必要である。

プロジェクト終了後も、本プロジェクトにより得られた成果の更なる発展を確保するため、教

育青年文化省を通じ、適切な予算の配賦とスムーズな執行を確保していく必要がある。この点に

関しては、ジャマイカの国家予算のうち、教育費の占める割合は 13％を超えており、当技術職業

教育に対する支援も今後継続されることが期待される。
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第 5章　提言と教訓

5－1 提　言

（1）インサービストレーニング

ホセ・マルティ技術高校はジャマイカにおけるモデル校として重要な役割をもっているの

で、今後も他技術高校教員の技術的教育的な能力向上のため、インサービストレーニングの

継続が必要である。そのためには、教育青年文化省がインサービストレーニングの実施に必

要な運営予算を確保することが必要である。

（2）機材の維持管理

技術高校の生徒にとって資機材は、学習をする際必要不可欠なので、教育青年文化省はそ

れら機材の維持管理に十分な予算と人員配置をすることが必要である。

（3）CAD分野

ホセ・マルティ技術高校のCAD施設はジャマイカで最も進んだ実習施設であり、今後ホセ・

マルティ技術高校をパイロット校として、他の技術高校へモデル・カリキュラムの普及を

図っていくためには、教育青年文化省の支援の下、他技術高校にも同様の施設を設置するこ

とが必要である。

（4）電子分野

可能な限り早急に、電子実習室が設置される必要がある。

（5）自動車整備

この科は最も人気のある学科なので教員の増員を希望する。また、自動車整備工場の雨漏

りの補修、並びに外部からの砂塵の進入への防御対処が必要である。

（6）カリキュラム

本プロジェクトで開発・改善された技術職業教育訓練カリキュラムについては、教育青年

文化省主導の下、他技術高校への普及拡大を図る必要がある。

5－2 教訓（JICAへのフィードバック）

前述のように、自動車科の機材計画が不十分であったことに起因し、自動車科のワークショッ
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プの拡張が必要になったが、ワークショップ工事の完了が遅れたことにより、自動車科における

機材を利用した実習は、4年目に入ってようやく本格的に行われた。途上国においては、実施期間

中に現地側へ工事を要求した場合、現地側予算措置の遅れ、業者選定手続きの煩雑さ等に起因し

工事が遅れることはしばしば発生しており、リスク軽減の観点からも、工事はプロジェクト実施

前までに既に完了していること、かつスタート時点での教室のスペース、ワークショップの規模

に併せた機材を選定することが必要である。

パイロット校を拠点としてモデル・カリキュラムの普及拡大を図るには、他校の制度的技術的

状況を把握して展開する必要がある。相手国の負担において、他校にパイロット校と同等に近い

施設・機材を整備することは予算上困難なことが多い。したがって、モデル・カリキュラムを策

定する際、経費負担を伴わない、中古機材の活用や再利用を念頭に置いた検討をする必要がある。

また「草の根無償」といった JICA以外のスキームの活用も考えられる。

5－3 今後の取り組み

調査団より、来年度ODA予算削減の状況下、現在のプロジェクトの単純延長は困難な状況であ

ることを示したのに対し、ジャマイカ側はプロジェクト終了後、特に電子・CADの 2分野におい

て支援を要望した。

我が国の基本姿勢は、パイロット校であるホセ・マルティ技術高校が核となって、プロジェク

トの成果が残りの 13校の技術高校に波及することが次のステップとして重要であることを確認

し、ホセ・マルティ技術高校をモデル校として育成していくことの政策方針を、我が国大使館並

びに JICA事務所に提示するよう確認した。

プロジェクト終了後についてはジャマイカ側からの要請に応じ、上位目標達成を目的として、

開発されたカリキュラムや教材を、インサービストレーニングを通じて他の技術高校へ普及させ

るため、職業教育全般を指導する短期専門家（6か月）の派遣を検討する。またジャマイカ側から

提案されている電子、CADについては要請内容を精査し対応する必要があるが、分野に特化した

専門家又はシニア海外ボランティアの活用も検討していく。
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